
竜王町地域防災計画の修正概要
統計データの更新による見直しや、組織改編による名称変更など、時点による修正については、含まず、重要

な修正点を抜粋したものです。

竜王町地域防災計画

① 災害対策基本法第42条の規定に基づく法定計画であり、町長を会長とする竜王町防災会議

が作成する計画。

② 防災上必要となる諸計画について、町をはじめ関係機関の役割を明らかにして災害対応体制

を整備することにより、住民の生命、身体および財産を保護することを目的とする。

③ 「総則編」「災害予防計画編」「災害応急対策編」「災害復旧計画編」「原子力災害対策編」

「資料編」の６編を作成しており、毎年検討を加え必要があると認めるときは修正をしなければ

ならない。
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滋賀県防災会議

滋賀県地域防災計画（第40条）

中央防災会議

防災基本計画（第34条）

竜王町防災会議

竜王町地域防災計画（第42条）

指定行政機関・
指定公共機関

防災業務計画
（第36条、第39条）

基づき作成

基
づ
き
作
成

抵触してはならない

抵触してはならない
抵触してはならない

災対法に定められる防災計画の体系
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計画の概要

第１編 総 則
第１章 計画の目的および方針

第２章 各機関と住民・事業所の役割と責任

第３章 竜王町の概況

第４章 町の防災環境

第２編 災害予防計画
第１章 災害に強い「基盤」づくり

第２章 災害に備えた「しくみ」づくり

第３章 地域防災を支える「人」づくり
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計画の概要

第３編 災害応急対策計画
第１章 活動体制の確立

第２章 情報収集伝達・警戒活動体制

第３章 消防・救急救助・医療救護対策

第４章 避難収容対策

第５章 交通対策、緊急輸送対策

第６章 二次災害防止、ライフライン等応急対策

第７章 災害別対策計画

第８章 被災者の生活支援対策

第９章 衛生環境等の対策

第10章 南海トラフ地震の時間差発生による災害の拡大防止対策
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計画の概要

第４編 災害復旧計画
第１章 計画的な復興・復旧

第２章 被災者・被災中小企業等への支援

第５編 原子力災害対策編
第１章 総則

第２章 災害事前対策

第３章 緊急事態応急対策

第４章 原子力災害中長期対策

資料編
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主な修正項目

①危険な盛土等への対策

②要配慮者に配慮した施設の整備

③男女共同参画をはじめとする多様な視点を取り入れた防災対策

④応援職員の受け入れ

⑤避難所の運営

⑥避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援

⑦災害対策本部の組織体制見直し
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主な修正項目①

危険な盛土等への対策

◼ 盛土規制法（宅地造成及び特定盛土等規制法）が令和５年５月26日に施行され、滋賀県において、令和７

年４月１日から県内全域を規制区域に指定し、規制が開始されました。これにより、竜王町を含め、県内で一

定規模を超える盛土等を行う場合は、工事を行う前に許可または届出が必要となりました。

◼ 一定規模以上の盛土等について土地所有者等に対策を求めることなどを計画に追加した。

7
引用：国土交通省HP「盛土規制法パンフレット」

６１箇所
※応急対策を要する箇所はない

竜王町内における既存盛土

予-19新旧対照表 ５頁



主な修正項目②

要配慮者に配慮した施設の整備

◼ 要配慮者に配慮した施設の整備においては、ユニバーサルデザインの視点からバリアーフリートイレ、ス

ロープ、手摺り、ファクシミリ等の整備を進めることに加え外国人に配慮した「やさしい日本語」や多言語の

案内表示等についても整備することに努めることを計画に追加した。
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◼ バリアーフリー
トイレ

◼ スロープ
◼ 手摺り
◼ ファクシミリ

要配慮者に配慮した施設の整備

追 加
◼やさしい日本語
◼多言語案内
◼多言語情報提供

◼ バリアーフリー
トイレ

◼ スロープ
◼ 手摺り
◼ ファクシミリ

整備を努力 引用：内閣府「外国人の方へ「災害から身を守ろう」」チラシ

予-61新旧対照表 10頁



主な修正項目③
男女共同参画をはじめとする多様な視点を取り入れた防災対策

◼ 令和５年６月に公布・施行された「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解

の増進に関する法律」との整合性を図るためにもジェンダー等の多用な視点を取り入れた防災対策に努め

ることを計画に追加した。
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◼ 災害時の男女ニーズの違いなど男女双方の視点に加え、性的指向・ジェ

ンダーアイデンティティに関して配慮が必要な人などの視点から配慮

◼ 防災会議における女性委員の積極的な登用

◼ 自主防災組織における責任者や副責任者への女性の登用の促進

◼ 家庭動物の飼養の有無による被災時のニーズの違いへの配慮

防災対策

竜王町防災会議委員女性委員数

令和６年度

０人 女性登用率０％

令和７年度

６人 女性登用率28.5％

予-62新旧対照表 10、13、43頁 予-81 応-95



主な修正項目④

応援職員の受け入れ
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◼ 能登半島地震等で課題となった応援職員の受け入れについての記載を計画に追加した。

応援職員の受け入れに関する主な内容

◼ 受援体制の整備

◼ 受援担当者の選定や応援職員等の執務スペースの確保

◼ 応援職員等に対して紹介できる公共施設の空きスペース、車両を設置

できる空き地など宿泊場所として活用可能な施設等のリスト化

令和７年４月に「竜王町受援計画」を策定。

今後も随時計画の見直しを実施し、町の受援体制の整備をすすめる。

能登半島地震における応援職員派遣

応-47新旧対照表 35頁



主な修正項目⑤

避難所の運営
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◼ 能登半島地震などでも課題となった避難所における生活環境対策や、女性や子ども等への配慮について

計画に追加した。

◼ 簡易トイレ、トイレカー、トイレトレーラー等の快適なトイレの設置に配慮

◼ 避難所の運営における女性の参画を推進

◼ 女性や子ども等に対する性暴力・DVの発生を防止するための安全配慮

◼ 避難所開設当初からパーティションや段ボールベッド等の簡易ベットを設置

◼ 高齢者、障がい者、乳幼児等に配慮した栄養バランスのとれた適温の食事の提供

避難所運営に係る主な追加事項

能登半島地震における避難所の様子

令和７年度中に避難所生活環境対策として、

キッチンカー、簡易ベット、パーティション、災害用トイレ、移動式電源車を整備予定。

応-95新旧対照表 43～45頁



主な修正項目⑥

避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援
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◼ 避難所の運営以外にも在宅避難者や車中泊避難者の支援についても計画に追加した。

在宅避難者 車中泊避難者

◼ あらかじめ、在宅避難者の支援のための拠点

を設置することや、支援方策を検討するよう努

める。

◼ 在宅避難者等の食料等の必要な物資数等を

集約し、物資の補充等の支援を行う。

◼ 在宅避難者等への支援にかかる情報を提供す

る。

◼ あらかじめ、車中泊避難を行うためのスペース

を設置することや支援方策を検討するよう努め

る。

◼ 車中泊避難者等の食料等の必要な物資数等

を集約し、物資の補充等の支援を行う。

◼ 車中泊避難の早期解消に向け、必要な支援の

実施等に配慮するよう努める。

応-97新旧対照表 46頁



主な修正項目⑦

災害対策本部の組織体制見直し
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◼ 大規模災害時の「受援」（応援の受入れ）を前提とした体制づくり（班・班員の分割、初動期後の

「１課１班体制」の導入）

◼ 救急救命、災害関連死防止対策としての保健医療体制の強化（保健医療福祉班、「保健医療福

祉調整本部」の設置、消防団の位置づけの明確化および避難所運営（特に初動時）への消防団

の参画）

◼ 災害対応の知識、経験のある職員の有効活用（助言等）による災害対応力の向上（災害対応職

員アドバイザーとして、所属班（職域）を越えて、助言等を行います。）

◼ 「１課１班体制」への移行による災害対応ニーズに対する専門的対応力の向上と責任の明確化

応-11～28新旧対照表 16～34頁



主な修正項目⑦

災害対策本部の組織体制見直し
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竜王町災害対策本部組織表（第１本部体制）

本部会議

本部長（町長）

副本部長（副町長・教育長）

総括班

消防団長・副団長

本部事務局

総務班 広報班 情報班 応急対策班
住民支援
教育班

保健医療
福祉班

消防団

保健医療福祉調整
本部

見直し後の竜王町災害本部組織表（第１本部体制）

応-11～28新旧対照表 16～34頁



竜王町災害対策本部組織表（第２本部体制）

本部会議

本部長（町長）

副本部長（副町長・教育長）

総括班

消防団長・副団長

本部事務局

総務部 産業建設部 住民福祉部 教育部

総
務
班

中
心
核
整
備
班

税
務
班

出
納
班

未
来
創
造
班

議
会
班

建
設
計
画
班

上
下
水
道
班

農
業
振
興
班

商
工
観
光
班

住
民
班

健
康
推
進
班

福
祉
班

自
立
支
援
班

教
育
総
務
班

学
校
教
育
班

生
涯
学
習
班

消
防
団

保健医療福祉
調整本部

主な修正項目⑦

災害対策本部の組織体制見直し
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見直し後の竜王町災害本部組織表（第２本部体制）

応-11～28新旧対照表 16～34頁


